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持続可能で活力ある日本と地域を実現するための 
提言アンケート  

 

  

 衆議院解散を踏まえ、全国知事会といたしましては、若い世代も含め、

国民・住民に希望と安心をもたらすことができるよう、地方自治の現場か

ら明るい未来を切り拓くべく、特に重要と考える事項について提言すると

ともに、皆様のお考えを確認するため、アンケートを実施いたしますので、

ご協力賜りますようお願い申し上げます。 

 各項目について、皆様のお考え（賛否）を【 】内に〇・△・×で記載

ください。 

 なお、ご回答いただいた内容は全国知事会において公表させていただく

予定ですのでご承知おきください。 

 

令和８年１月 全国知事会 

 

Ⅰ．国と地方の役割分担の改革・地方税財政の充実  
  地方創生の強力な推進  
■ 国と地方の役割分担の改革  

・ 人口減少社会を踏まえた国と地方の担うべき役割や見合った権限、持

続可能な行政サービスのあり方などについて、経済界も含め、官民が一

体となって議論・検討する場等において丁寧に議論を進めること。また、

地方に関する重要事項について政党間協議等を行う場合には、政府が地

方と十分に協議できるスケジュールを念頭に、時間的余裕を持って動く

こと。 

 

賛否 【   】 

 

 

 

 

 

■ 安定した地方税財政制度の確立 

・ 国と地方の税収割合が６対４である一方、歳出割合は４対６と乖離が

あることから、国と地方の税源配分を当面は５対５とすることを目標と

して税収割合と歳出割合の乖離を縮小し地方税を充実すること。また東

京一極集中が続き行政サービスの地域間格差が顕在化する中、令和８年

度与党税制改正大綱において、都市・地方の財政力格差や行政サービスの

地域間格差の拡大は主に地方税源の偏在によって生じているとの分析

がなされたところであるが、都市も地方もお互いに支え合うという基本

的考えのもと、税源の偏在性が小さく税収が安定的な地方税体系の構築

に向けた具体的な取組を講ずること。 

 

＜自由記述＞  
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 賛否 【   】 

 

 
 
 
 

■ 地方創生の推進と地方自治・民主主義のアップデート  

・ 地方創生の実現に向けては息の長い取組が欠かせないことから、これ

まで地方が積み上げてきた努力の成果、蓄積が損なわれることのないよ

う、継続的な支援を行うこと。また、地方創生の推進には、地方と国が

一体となって取り組むことが欠かせないことから、全ての省庁におい

て、こども家庭庁が行っているような国と地方が率直にコミュニケーシ

ョンを行える機会を設けて、地方の意見をしっかり反映させること。 

・ 国会に地方分権の推進や地方自治の尊重に関する常設の委員会を設

けることや、議員立法においても、内閣提出法律案と同様の意見提出権

のような地方の意見を反映させる仕組みを創設すること。 

・ 参議院の「合区問題」については、憲法改正等の抜本的な対応により   

「合区を確実に早期解消」するなど、国民の政治参加が適正に促進され、

投票率回復が図られるよう対策を講じること。併せて、選挙に際し、Ｓ

ＮＳ等によりデマが流布したり、公職選挙法に反する手法による選挙運

動が横行したりすることにより、民主主義や地方自治の土台が崩される

ことのないよう、必要な対策を速やかに講じること。 
 

賛否 【   】 

 

 

 

 

 
Ⅱ．人口減少、少子化対策 
■ 人口戦略の総合的な推進  

・ 深刻化する人口減少問題に、国が責任を持って戦略的に挑戦するた

め、①東京一極集中を是正し、企業・大学の地方への移転・投資や移住

定住を促進する社会減対策、②日本全体で婚姻や第２子・第３子の出生

を増やし、少子化に歯止めをかける自然減対策、③希望を持って住み続

けることができる持続可能な地域づくりについて、客観的なデータに基

づいた分析・検証を行い、真に実効ある政策を再構築し、人口減少問題

解決の鍵を握る若者・女性の意見を取り入れながら地方との適切な役割

分担により、強力かつ総合的に推進すること。また、人口減少対策を統

括推進する「庁」レベルの司令塔となる組織を設置すること。  

 

 

 

＜自由記述＞  

＜自由記述＞  
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・ 人口減少下において、学校や医療機関等の統廃合が進み、通学・通院

など日常生活における「移動」の問題が深刻化する中、交通空白の解消

に向けた公共ライドシェアなど地方の生活を支える多様な移動手段の

確保に必要な支援を行うこと。  

 

賛否 【   】 

 

 

 

 

 

■ 子ども・子育て政策の強化 

・ 子どもの医療費助成制度、幼児教育・保育の完全無償化など、子育て

世帯の負担軽減に係る施策については、ナショナルスタンダードの観点

を踏まえ、地方と協議して国における制度化を検討すること。  

・ いわゆる教育無償化（学校給食費、高等学校授業料）については、国

において地方負担分の全額を確実に財政措置するとともに、中学校給食

費への拡大もできる限り速やかに実現すること。  

 

賛否 【   】  

 

 

 

 

 
Ⅲ．外国人の受入環境整備に向けた取組の実施 
■ 外国人の受入れに関する基本戦略のとりまとめ等 

・ 「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」に係る予算の確保

と永続的な財政措置を講じることに加え、新たな外国人の受入れに関す

る基本戦略を取りまとめるとともに、国の責任において正確なデータに

基づく積極的な情報発信を行うこと。  

 

賛否 【   】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜自由記述＞  

＜自由記述＞  

＜自由記述＞  
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■ 基本法の制定と司令塔となる組織の設置 

・ 多文化共生施策実施の根幹となる体系的・総合的な基本法を策定する

とともに、多文化共生施策実施の司令塔となる組織を設置すること。 

 

賛否 【   】  

 

 

 

 

 

 
Ⅳ．ジェンダー平等の実現に向けた基盤の整備   
■ 固定的な性別役割分担意識やアンコンシャス・バイアスの解消に 

向けた取組の促進 

・ 固定的な性別役割分担意識や無意識の思い込み（アンコンシャス・バ

イアス）が国全体にあるとの前提のもと、その気づきを促し、広く周知

・啓発するため、メディアミクスによる政府広報の展開等取組を強化す

ること。 

 

賛否 【   】 

 

 

 

 

 

■ 選択的夫婦別氏制度に対する議論 

・ 選択的夫婦別氏制度は、夫婦や家族の一体感や子どもへの影響等が懸

念されるとの考えがある一方、結婚に際して、いずれか一方が必ず氏を

改めなければならない現行法制度は、改氏をする側にとっては、職業や

日常生活での不便・不利益、アイデンティティの喪失など、活躍を阻害

する大きな要因の一つとなっているとの実例や指摘が多くある。経済団

体等からの意見や各種調査結果に表れる世論の動向なども踏まえ、選択

的夫婦別氏制度に係る具体的な議論を加速・活性化させること。 

 

賛否 【   】 

 

 

 

 

 
 
 
 

＜自由記述＞  

＜自由記述＞  

＜自由記述＞  
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Ⅴ．喫緊の課題への対応  
■ 米の安定供給と適正な価格形成に向けた施策強化 

・ 米の安定供給や生産者の所得確保を図るため、需給調整については、

これまでの取組を検証し、見直しの検討を継続的に行い、全国・各産地

において、国内外の需要に応じた米生産が着実に実施できるよう、実効

性のある対策を講じること。 

  また、米の適正な価格形成に向け、生産者が再生産可能な米価の維持

・安定と消費者が購入しやすい価格に十分に配慮した実効性のある対

策を講じること。 

 

賛否 【   】 

  

 

 

 

 

■ 暫定税率および環境性能割廃止に伴う代替財源の確保 

・ いわゆる「ガソリンの暫定税率」および「自動車税環境性能割」の廃

止については、安定的な行政サービスの提供及び財政運営を担う地方へ

の影響等を十分に考慮し、地方の減収に対しては代替となる恒久財源を

早急に措置すること。 

 

賛否 【   】 

 
 
 

 

 

■ 医療・介護・福祉等サービス提供体制の確保 

・ 令和８年の報酬改定後も引き続き、将来にわたり地域で必要となる医療

・介護・福祉等のサービス提供体制を確保していくため、社会経済情勢を

反映した報酬等の改定に加え、現場で働く方々の確実な賃上げと経営の安

定化に向けた適時適切な取組を行うとともに、その財源の確保にあたって

は、地方への影響を十分考慮し、将来世代の負担に十分配慮した丁寧な議

論を行うこと。 

・ ドクターヘリの安定した運航体制を確保するため、運航に必要な人材確

保・養成に向けた取組を着実に進めるとともに、運航停止時に緊急事態が

発生した場合の救急医療及び搬送体制の確保として、国全体での総合的な

バックアップ体制のあり方について検討を進めること。 

 

 

＜自由記述＞  

＜自由記述＞  
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 賛否 【   】 

 
 
 

 

 

■ 太陽光発電事業に対する規制の強化 

・ 太陽光発電事業は、その立地や運用方法によって地域住民の生活環境

等に影響を及ぼすおそれがある。このため、発電事業者が地域の理解を

得ながら、自然環境や景観との調和、生活環境の保全、適切な土地利用

を図るよう、国において許可制を含めた設置規制を強化すること。 

 

賛否 【   】 

 
 
 

 

 

＜自由記述＞  

＜自由記述＞  


